
ＪＲ島本駅西地区のまちづくりに係るご意見に対する回答（追加） 

（平成 31年 2月作成） 

 

 

平成３１年１月１８日及び１９日に開催いたしました都市計画の決定・変更

についての説明会において、当日いただいたご意見・ご質問のうち、後日お示

しさせていただくこととしておりました内容について、下記のとおり回答させ

ていただきます。 

 

 質 問 回 答 

１ 

財 政 効 果 に つ い

て、もっとわかり

やすく説明してほ

しい。 

用語解説等を含め、財政効果の説明について、作

成いたしました。 

試算結果等の詳細については、Ｐ２の【参考資料

１】をご覧ください。 

２種類のモデルを用いて試算したところ、どちら

のモデルにおいても市街化区域編入後の新たな行政

需要に対応可能であるとの結果となっています。 

なお、現時点で【参考資料１】で試算が困難な費

用（第三小学校内の施設整備費、調整池維持管理

費、上下水道施設維持費）については、参考とし

て、Ｐ７の【参考資料２】に、別途お示ししており

ます。 

２ 

都市緑地法では農

地を緑地として位

置付けているが、

そのような認識を

もっているか。 

都市緑地法第３条には、「この法律において『緑

地』とは、樹林地、草地、水辺地、岩石地若しくは

その状況がこれらに類する土地（農地であるものを

含む。）」と規定されています。 

なお、本地区計画における地区施設の中で定義す

る「緑地」は、町管理予定の箇所のみであり、農地

は含めておりません。詳細については、Ｐ１１の

【参考資料３】をご覧ください。 

３ 

調整池の容量の計

算について、詳細

なデータを示して

ほしい。 

 本事業区域内に、１００年確率降雨を基準とし

て、２か所の公園の地下に調整池を設置する予定で

す。大阪府との協議を経て基準を満たした調整池で

あり、合計約６５００㎥の容量を予定しておりま

す。詳細については、Ｐ１２の【参考資料４】をご

覧ください。 
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財政効果について 

 

は じ め に 

町の行政サービスは、町全体の歳入と歳出により実施することになりますが、今回の

試算では、ＪＲ島本駅西地区の市街化編入に伴い、新たに発生する歳入と歳出を試算し、

町全体の財政にどのように影響するかを検討したものです。 

下記の試算結果のとおり歳出では２種類の方法で試算しています。 

また、本試算は、現時点で決算資料等を参考に試算したもので、今後の事業展開や国

の制度改正等により変動することがあります。 

※用語説明を末尾に掲載しています。 

 

参考資料１ 
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説  明 

 歳入（Ａ）は、ＪＲ島本駅西地区の市街化編入に伴い新たに発生する歳入の数値を表

します。 

町税は、町民税、固定資産税・都市計画税が新たに増収となるとともに、地方交付税

の増減が見込まれます。 

歳出（Ｂ）は、ＪＲ島本駅西地区の市街化編入に伴い新たに発生する歳出の数値を表

します。 

試算にあたっては、平成２９年度普通会計決算（一般財源）を用いた場合と地方交付

税の算定で使われる基準財政需要額（一般財源）を用いた場合の２種類の試算を行いま

した。一般支出及び基準財政需要額については、日常的な行政経費について試算してい

ます。建設事業償還については、西地区で予定している町関連工事に係る費用を試算し

ています。 

差引（Ｃ）は、西地区で新たに発生する歳入（Ａ）から歳出（Ｂ）を差し引いた数値

です。 

 

 

ま と め 

 歳入では、固定資産税は、主に農地から宅地へと資産価値が高まること及び新築建物

に対する課税が発生し増収となります。また、市街化区域編入後は、新たに都市計画税

が課税となります。さらに、町外からの転入者の増により町民税が増収となることなど、

町税が増えることから、町の財政力が高まるものと想定しています。 

 歳出では、市街化編入に伴う人口増により増える支出がありますが、一方で、人口増

となっても増えない支出もあり、総額の歳出は緩やかな増加になるものと想定していま

す。 

上記の試算のとおり、２種類のモデルを用いて試算したところ、どちらのモデルにお

いても、ＪＲ島本駅西地区市街化区域編入後の新たな行政需要に対応可能であるとの結

果となっています。 
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歳入（一般財源）の試算方法 

○町民税（個人分）は、計画人口の 1,250 人に加えて参考として新たに 1,750 人、2,250

人の２種類を想定し、町外からの転入者はその７割として試算しました。 

○固定資産税及び都市計画税では、土地は市街化区域の状況類似地区の評価等を参考に

試算し、また、家屋は計画地区の容積率を参考に試算しました。 

○地方交付税は、地区の町税等から算定する基準財政収入額と人口増による基準財政需

要額から試算しており、同地区内の町関連工事に係る借金返済分の算定も含めました。 

○その他の歳入では、町民税（法人分）、固定資産税（償却資産）、町たばこ税、各種交

付金等の増収は見込んでいません。 

 

 

歳出（一般財源）の試算方法 

○平成２９年度決算数値（一般財源）ベースによる試算 

 具体的な数値として、平成２９年度普通会計決算に基づく実績数値をベースに試算し

ました。市街化編入に伴う人口増により、新たに発生する歳出（現時点で予定している

同地区内の町関連工事に係る借金返済等を含む）の一般財源を試算しました。 

○平成２９年度基準財政需要額（一般財源）ベースによる試算 

 各地方公共団体が合理的かつ妥当な水準における行政を行い、又は施設を維持するた

めの財政需要を合理的に算定する基準財政需要額をベースに一般財源を試算しました。 

 

なお、いずれの試算においても西地区で予定している町関連工事約２．３億円は算入

していますが、その他の建設工事等の経費は、算入していません。 
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＜用 語 説 明＞ 

用  語 解    説 

町 民 税 所得に対して課税する税 

固 定 資 産 税 土地、家屋、償却資産の資産に課税する税 

都 市 計 画 税 
都市計画事業等に充てるため、都市計画区域のうち原則として市

街化区域等の区域内の土地・家屋の資産に課税する目的税 

各 種 交 付 金 等 
地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等所得譲渡割交

付金、地方消費税交付金、地方特例交付金等 

普 通 会 計 

地方公共団体の会計で、一般会計と公営事業会計を除く特別会計

を合算した会計。本町では、一般会計、土地取得事業特別会計、

大沢地区特設水道施設事業特別会計の連結会計となる。 

地 方 交 付 税 

（普通交付税） 

国が示した計算方法で、各市町村の基準財政需要額（標準的な行

政需要）と基準財政収入額（標準的な収入）を計算し、不足があ

る場合に国から交付される収入。 

基準財政需要額 

地方交付税（普通交付税）の算定に用いるもので、各地方公共団

体が合理的かつ妥当な水準における行政を行い、又は施設を維持

するための財政需要を一定の方法によって合理的に算定した額。

国の定めた単価、人口等の数値、人口規模に応じた指数などによ

り算定する。財政需要額として一般財源額をもって賄われる額で

あり、国・府補助金、使用料、手数料等の特定財源を財源とする

部分を除いた数値。 

基準財政収入額 

地方交付税（普通交付税）の算定に用いるもので、各地方公共団

体の財政力を合理的に測定するため、標準的な状態において徴収

が見込まれる税収入を一定の方法により算定した額（各地方自治

体の自主性を損なうことのないように、算定では、税等は約 75％

で計算し、約 25％は留保財源として確保されている）。 

一 般 支 出 

建設事業を除く教育関係、福祉関係、衛生関係、土木関係、農

林水産関係、商工関係、消防関係、総務関係等の日々の行政活

動（サービス）において必要となる経費 

建 設 事 業 償 還 西地区で予定している町関連工事に係る地方債（借金）の返済等 

特 定 財 源 
特定の目的に使用する財源で、国・府・地方債・使用料・負担金

等がある。 

一 般 財 源 
特定財源を除いた財源で、一般財源には町税、地方交付税、各種

交付金等がある。 
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参考資料１の財政シミュレーションが困難な費用について 

 
下記の３種類の費用については、参考資料１で試算した歳出額に含まれてい

ない、新たに費用が発生する可能性のあるものです。 
 
 

１ 第三小学校内の施設整備費について【詳細はＰ８】 
 第三小学校に係る施設整備費用は、将来的に対応が必要となった場合の整備

内容、手法等について、現時点で不確定要素が多いことから、具体的な費用の

算出は困難です。そのため、本資料では、過去の事例をお示しさせていただき

ました。 
 
２ 調整池の維持管理費用について【詳細はＰ９】 
調整池に係る維持管理費用は、土砂等の流入量、浚渫の頻度など現時点で不確

定要素が多いことから、参考資料１に示す町のシミュレーションとは別に算出

し、お示しさせていただきました。 
 

３ 上下水道施設の整備費及び維持費について【詳細はＰ１０】 
上下水道に係る事業は、参考資料１に示す町の一般会計とは異なる会計とな

るため、別に算出しお示しさせていただきました。 
 

  

参考資料２ 
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１ 第三小学校内の施設整備費について（参考：第四小学校のケース） 
 

第三小学校に係る施設整備費用は、将来的に対応が必要となった場合の手法

について、現時点で不確定要素が多いことから、具体的な費用の算出は困難です。

そのため、本資料では、過去の事例をお示しさせていただきました。 
 

○ 第四小学校 校舎増築等工事 

 ・ 階 数 ４階建  

      １Ｆ 給食室（自校＋第一小学校対応／調理可能食数１，３００食） 

      ２Ｆ ４室 

      ３Ｆ ５室 

      ４Ｆ 機械室 

 ・ 対応児童数 ３６０人（４０人／室×９室） 

 ・ 工 事 費（財 源 内 訳） 

国庫負担金 町債 一般財源 合 計 

1億 753万円 4億 2,940万円 1億 1,349万円 6億 5,042万円 

 

○ 第四学童保育棟新築工事 

 ・ 階 数 ２階建 （１Ｆ １室、２Ｆ １室） 

 ・ 対応児童数 １１４人（５７人／室×２室） 

 ・ 工 事 費（財 源 内 訳） 

国交付金 府交付金 町債 一般財源 合 計 

4,157万円 1,039万円 830万円 706万円 6,732万円 
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２ 調整池の維持管理費用について 
 
調整池は、宅地化による雨水の貯留機能の低下を防ぐために、開発行為等が原

因となる雨水の流出増分を、区域内において一時貯留し、徐々に排水するための

施設となっており、その機能を維持するためには、１年間で次の費用が必要であ

ると見込んでいます。 
なお、浚渫費用については、あくまでも他市事例における実証データを参考に

算出したものでありますが、地理的条件や気象状況が地域によって異なるため、

実際の浚渫時期については、調整池内の土砂の堆積状況を見ながら、必要に応じ

て随時実施いたします。 
 
【ポンプ稼働に係る電気代】    ・・・① 
  約２０万円（町内に設置している他の排水用ポンプの年間電気代から想定） 
【ポンプの保守点検費用】     ・・・② 
  約１５０万円（設置を予定している排水用ポンプの年間保守点検概算費用） 
【調整池内に堆積する土砂の浚渫費用】・・・③ 
  約３３０万円 
（町内に設置している他の地下型式調整池については、設置からの年数が浅く、

実証データが無いため、他市での区画整理事業に伴い設置された調整池におけ

る実証データから想定） 
 
【合計費用】・・・（①＋②＋③）約５００万円 
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３ 上下水道施設の整備費及び維持費について 
 
上下水道施設は、参考資料１でお示しした一般会計とは別の公営企業会計と

なります。 
上下水道に関する新たな費用としては、Ａ「地区内下水道幹線の整備に係る費

用」とＢ「マンホールポンプの維持に係る費用」があります。 
 

Ａ「地区内下水道幹線の整備に係る費用」 
事業費は約８，５００万円で、財源内訳は、国庫支出金約４，２５０万円、町

債約３，８２０万円、受益者負担金約４３０万円となっています。 
 

※町債の返済として整備後に発生する償還金については、３０年間の償還となります。

整備後１０年間平均では年間約１５０万円の支出を予定しています。償還金は、主に一

般会計から下水道会計への「繰入金」を想定しており、一般会計の歳出に計上しました。 
 

Ｂ「マンホールポンプの維持に係る費用」 
管理費及び電気・電話使用料が必要となり、財源は下水道事業会計による、下

水道使用料です。 
事業費は、年間約５０万円を予定しています。 
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都市緑地法で、農地を緑地として位置付けていることについて 

 
平成 29 年６月に改正施行された都市緑地法には以下の記載がございます。 

 

この法律における「緑地」の定義と

しては、農地を含むものとなります

が、説明会資料 P16 でお示しした地

区計画における地区施設の中で定義

する『緑地』は、町が管理する予定の

植栽等が植えられた部分を指し、個

人が所有される農地については、将

来的な土地利用が未確定であり、永

続的に緑地として位置づけることが

困難であるため、含めておりません。 
なお、農住エリア等においては、引

き続き営農を希望される方が耕作さ

れる予定となっております。 
町としては、区域内の緑化率を設

定し、緑と調和したまちづくりを推

進しながら、農地についても、都市農

業の振興策として生産緑地地区の追

加指定を検討するなど、営農者に対

する支援を行ってまいります。 

都市緑地法（抄） 

 (定義) 

第三条 この法律において「緑地」とは、樹林地、草地、水辺地、岩石地若しくはその状況

がこれらに類する土地(農地であるものを含む。)が、単独で若しくは一体となつて、又は

これらに隣接している土地が、これらと一体となつて、良好な自然的環境を形成している

ものをいう。 

参考資料３ 

11



調整池について 

 
【設置目的】 

調整池は、宅地化による雨水の貯水機能の低下を防ぐために、開発行為等が原因となる

雨水の流出増分を、区域内において一時貯留し、徐々に排水するための施設です。 
本事業では、事業区域内の最も下流に位置する２か所の公園の地下に設置する予定です。 

 
  
【調整池の容量計算】 

 調整池の計画、構造等は、一般原則を取り纏めている調整池等流出抑制施設技術基準（案）

（大阪府発行）に基づき下の計算式により算定します。なお、計画雨量は、トーマスプロ

ット法による 100 年確率（Max90mm/h）降雨を基準としており、農地が宅地化された時に

地中への浸透等による雨水の量の変化を計算し【※２】、調整池の容量を設定します。 
 
計算式 
土地区画整理事業区域の面積は、12.92ha(=A1）です。 
このうち、現在「道路、既存宅地、小学校、鉄塔、法面（造成なし）」部分の 3.51ha(=A2)

については、土地利用に変更がないことから、容量を計算する面積から除きます。したが

って、現在、「田、畑、砂利、法面（造成あり）等」である、調整容量を計算する面積（=A）

は、A1－A2＝9.41ha となります。 
 
調整池の貯留容量の計算式は、 

  Ｖ＝10R・A・（f2－f1）×1.2 となります。 
 
   Ｖ ：調整池の貯留容量（㎥） 
   Ｒ ：計画雨量＝175（ｍｍ）（100 年確率降雨時における５時間の総雨量） 
   Ａ ：流域面積（ｈａ）（調整池容量を計算する面積） 
   ｆ1：開発前の流出係数【※１】 
   ｆ2：開発後の流出係数 
 

【※１】流出係数とは・・・降雨量に対して地表を流下する雨水の割合を表す数値。 

 （流出係数 0.6 の場合：6 割は地表を流下し、4 割は地中に浸透、樹木に付着、蒸発等） 

 

【※２】調整池等流出抑制施設技術基準（案）（大阪府発行） 
 開発前 開発後 
市街化区域 1ha 以上 

0.7 
0.9（宅地） 

市街化調整区域 
1ha 以上・5ha 未満 
5ha 以上 0.6（田等） 

   ※当該基準では、特定河川流域（猪名川流域、寝屋川流域、大和川流域）に該当しない流域の開発前、開発後

の流出係数は、面積により定数を使用するものとしています。 

 

 
 

参考資料４ 
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容量の積算（土砂量の考慮） 
先ほどの計算式において雨水の容量（＝V1）を積算し、調整池に入ってくる土砂の容量

（＝V2）を合わせた容量の合計（＝V）が区域全体で必要とされる調整池の容量となりま

す。 
 
洪水調整容量 
V1=10×175×9.41×（0.9-0.6）×1.2＝5928.3 ㎥ 
設計流出土砂量 
※調整池等流出抑制施設技術基準（案）（大阪府発行） 
V2＝70×9.41＝658.7 ㎥ 
※類似実例の堆砂量を調査し、70 ㎥/ha/年とした 
 
設計調整池容量（全体） V=5928.3+658.7＝6587.0 ㎥ 
 
 
２か所の調整池の設置 
 本事業区域は、２つの工区に分かれているため、全体で必要とする容量（＝V）をそれぞ

れの工区面積で按分した容量を求め、２か所の公園の地下に調整池を設置いたします。 
 
・A 工区（5.59ha+0.99ha=6.58ha)調整池 
（B 工区の調整容量は、A 工区に設置する調整池で賄う） 
洪水調整容量：V1=10×175×6.58×（0.9-0.6）×1.2＝4145.4 ㎥ 
設計流出土砂量：V2＝70×6.58＝460.6 ㎥ 
設計調整池容量：V=4145.4+460.6＝4606.0 ㎥ 
 
・C 工区（2.83ha）調整池 
洪水調整容量：V1=10×175×2.83×（0.9-0.6）×1.2＝1782.9 ㎥ 
設計流出土砂量：V2＝70×2.83＝198.1 ㎥ 
設計調整池容量：V=1782.9+198.1＝1981.0 ㎥ 
 
 
 

A 工区:5.59ha 

B 工区:0.99ha 

C 工区:2.83ha 

C 工区調整池:1,981 ㎥ 

 

 

 

 

A 工区調整池: 
4,606 ㎥ 
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